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富山県国民健康保険運営方針 （中間報告案）の概要 

 

記載事項 主な内容、検討事項等 

第１ 基本的な事項 ◇国保運営方針の基本的な事項を定める。 

 １ 策定の目的 県と各市町村が一体となって、財政運営、資格管理、保険給付、保

険料率の決定、保険料の賦課・徴収、保健事業その他の保険者の事務

を共通認識の下で実施するとともに、各市町村が事業の広域化や効率

化を推進できるよう、県が県内の統一的な国民健康保険事業の運営に

関する方針を策定 

２ 策定の根拠規定 国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第82条の２第１項 

３ 策定年月日 平成29年○月○日 

４ 対象期間 平成30年４月１日から平成33年３月31日まで（３年間） 

第２ 国民健康保険の医療

に要する費用及び財政

の見通し 

◇国保の財政収支の基礎となる情報である医療費の見通しや国保財政

の基本的な考え方等を定めた。 

 １ 医療費の動向と将来

の見通し 

国保被保険者加入状況、年齢構成、職業別構成割合、医療費水準、

市町村ごとの保険料水準や県全体の国民健康保険における医療費の動

向、将来見通しについて記載 

２ 国保財政の現状と財

政収支の基本的な考え

方 

原則として、必要な支出を保険料や国庫負担金などによりまかなうこ

とにより、国民健康保険特別会計において収支が均衡していることが

基本である。 

・国保財政の現状 

・赤字解消・削減の取組み 

・県国保特別会計の収支の考え方 

 

３ 財政安定化基金の運

用 

財政安定化基金の運用ルールの基本的な考え方を定めた。 

（基金の貸付、基金の交付ルール） 

 

４ ＰＤＣＡサイクルの

実施 

県は、定期的（２年に１回）に実施する市町村に対する指導・助言

の際に、国保運営方針に基づき市町村が実施する事業の継続的な改善

に向けたＰＤＣＡサイクルの実施状況を確認し、その取組みについて

必要な指導及び助言を行う。 

【資料１－１①】 
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記載事項 主な内容、検討事項等 

第３ 市町村における保険

料（税）の標準的な算

定方法に関する事項 

◇都道府県が市町村標準保険料率を示すことにより、標準的な住民負

担の「見える化」を図ることとしており、保険料の標準的な算定方法

について定めた。 

 １ 現状  各市町村の現状の保険料算定方式、応能割と応益割の割合、所得割・

資産割・均等割・平等割の賦課割合、賦課限度額の設定状況等に関す

るデータを記載 

２  標準的な保険料

（税）算定方式  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 市町村標準保険料率の算定に必要な国民健康保険事業費納付金の

算定の基本的な考え方を定めた。 

ア 医療費指数反映係数（α）の設定 

国のガイドラインの原則どおり、α＝１とする。 

  （市町村ごとの医療費水準を全部反映） 

 イ 所得係数（β）の設定 

    国のガイドラインの原則どおり、β＝全国平均と比較した 

県の所得水準とする。 

 ウ 応益割における被保険者均等割と世帯別平等割との割合 

（均等割指数と平等割指数の設定） 

「被保険者総数及び世帯総数」を用いて算出、均等割指数は

「０．７」、平等割指数は「０．３」 

 エ 賦課限度額 

    法定の基準どおり 

オ 高額医療費の調整 

   高額医療費を共同で負担する仕組みは導入しない。 

カ 納付金の範囲 

・出産育児一時金、葬祭費、任意給付等は、納付金及び保険給付費

等交付金の対象としない。 

・保険者努力支援制度の県分は、原則、納付金総額から差し引く。 

 

(2) 標準的な保険料（税）の算定方式 

ア 標準的な保険料算定方式は３方式 

 イ 標準的な保険料（税）の所得割と資産割、均等割と平等割の割

合（所得割指数、資産割指数、均等割指数、平等割指数） 

  ・所得割指数は「１」資産割指数「０」 

・均等割指数「0.7」平等割指数「0.3」 

 ウ 保険料（税）水準の統一 
   ・現時点では、県内統一の保険料(税)水準とはしない。今後、

保険料水準の統一を目指すこととし、医療費適性化計画等によ

る医療費水準の平準化の状況を見ながら、方針の見直しのなか

で検討していくこととする。【P20】 
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記載事項 主な内容、検討事項等 

 ３ 標準的な収納率 各市町村別の収納率の実態を踏まえた実現可能な水準とし、市町

村別に過去３年間の実績の平均を標準的な収納率に設定 

４ 激変緩和措置  平成30年度からの追加公費等の投入により、一般的には、保険料 

の伸びは抑制されるが、仮に、新制度導入による算定方法等によ

り、「各市町村が本来集めるべき1人あたり保険料額」が上昇する

場合でも、急激に増加とならないよう激変緩和措置を講ずる。 

具体的（措置率、措置期間）な激変緩和措置を記載 

（１）激変緩和比較基準 

 「被保険者１人あたりの納付金額（ｄ）ベースの保険料決算額」

で激変緩和の丈比べを行う【P21】 

（２）県繰入金等による激変緩和措置 

 各市町村の「被保険者１人あたりの納付金額（ｄ）」が一定割合

（自然増等＋α）以上増加すると見込まれる場合に、暫定措置額

（国公費）の投入や県繰入金の活用により、当該市町村の納付金総

額を減額し、激変を緩和することとする。【P21】 

このほか、激変緩和措置の具体的な実施方法については、毎年、県と市町

村と協議して定める。【P22】 

  

第４ 市町村における保険料

（税）の徴収の適正な実

施に関する事項 

◇市町村が収納率を向上させ、必要な保険料（税）を徴収すること

ができるよう、その徴収事務の適正な実施のため取り組む事項等を

定めた。 

 １ 現状 県又は市町村ごとの保険料（税）の収納率（現年度分・過年度

分）の推移のほか、口座振替率や滞納処分等、収納対策の実施状況

について記載 

 ２ 収納対策 （１）各市町村における収納率を向上させる観点から、保険者の規

模ごとに収納率目標を設定 

保険者規模 収納率目標 

被保険者数４万人以上 ９３％ 

被保険者数７千人以上

４万人未満 

収納率実績が94％未満 ９４％ 

収納率実績が94％以上 ９５％ 

被保険者数７千人未満 収納率実績が96％未満 ９６％ 

収納率実績が96％以上 ９７％ 

（２）収納率目標達成のための取組みを記載 

 県は先進的な取り組みを情報提供する。また、目標達成に向けた

取組み等に対し財政支援を行う。収納不足の市町村は原因を分析し

取組む。県は研修会を実施する。【P27】 
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記載事項 主な内容、検討事項等 

第５ 市町村における保険給

付の適正な実施に関する

事項 

◇国保財政を「支出面」から管理する上で、保険給付の実務が法令

に基づく統一的なルールに従って確実に行われ、必要な者に必要な

保険給付が着実になされるようにするために取り組む事項等を記載 

 １ 現状 各市町村におけるレセプト点検の実施状況や、市町村が取得した

第三者求償の実施状況、保険給付の適正な実施に関するデータを記

載 

 ２ 県による保険給付の点

検、事後調整 

 県による保険給付の点検について、広域的又は専門的な見地から 

市町村が行った保険給付の点検等について記載 

(1)県による市町村が行った保険給付の点検 

(2)大規模な不正請求事案に係る返還金の徴収等 

  県内の全市町村に関係する事案等、大規模な不正（療養にかかる

不正利得及び不当利得含む）が発覚した場合は県が市町村から委託

を受けて不正請求分の返還を求める等の事務を行う。【P30】 

(3)保険医療機関等への指導 

  引き続き、東海北陸厚生局富山事業所と連携して指導を実施  

 ３ 療養費の支給の適正化

に関する事項 

療養費の支給の適正化に資する取組みや、県の市町村に対する定期

的・計画的な指導・助言の実施等について記載 

 ４ レセプト点検の充実強

化 

 市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等、レセプト

点検の充実強化に効果的な取組み等ついて記載 

・アドバイザーの派遣等レセプト点検の充実に資する取組み 

・県の市町村に対する定期的・計画的な指導【P31】 

 ５ 第三者求償や過誤調整

等の取組強化 

第三者求償事務の取組強化に資する取組みついて掲載 

・アドバイザーの派遣等の取組み 

・県の市町村に対する定期的・計画的な指導  【P31】 

 

 ６ 高額療養費の多数回該

当の取扱いに関する事項 

市町村をまたがる住所の異動であっても、それが同一都道府県で

あり、世帯の継続性が保たれている場合は、高額療養費の多数回該

当に係る該当回数を転入地に引継ぎ、前住所地から通算する。 

【判定の基準】 

①一の世帯のみで完結する住所異動について 

②一の世帯で完結しない住所異動について  【P32】 
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記載事項 主な内容、検討事項等 

第６ 医療費の適正化の取組

に関する事項 

◇国保の財政運営に当たり、医療費について適正化を行い、国保財

政の基盤を強化するための取組等を定めた。 

 １ 現状 市町村ごとの特定健診・特定保健指導の実施状況、後発医薬品の

使用状況、重複受診や重複投薬への訪問指導の実施状況、その他の

保健事業などについて記載 

 ２ 医療費の適正化に向け

た取組 

市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等、医療費適

正化対策の充実強化に資する取組について記載 

（第３期富山県医療費適正化計画（H30～H35 年度）との整合性のと

れた内容を記載） 

・特定健診・特定保健指導の実施率の向上 

・糖尿病重症化予防の取組み 

・後発医薬品の使用促進 

・医薬品の適正使用（重複投薬・多剤投与の適正化 等）【P41】 

 ３ 富山県医療費適正化計

画（３期）との関係 

富山県医療費適正化計画も定める取組みと整合性を図り、県及び

市町村は、市町村の実情を踏まえた医療費適正化対策を推進する。 

第７ 市町村が担う事務の広

域化及び効率的な運営の

推進に関する事項 

◇市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進するための必

要な取組みについて定めた。 

 １ 広域的及び効率的な運

営の推進に向けた取組 

 事務の種類や性質によっては、市町村の単独で行うよりも、広域 

的に実施する方が効率的な事務について、効率化、標準化、広域化

に資するよう努める。 

 

(1) 被保険者証の有効期限、更新時期、 

   現在統一されている被保険者証の有効期限 （毎年９月30日

まで）、更新時期（毎年10月１日）の継続 

 

(2) 基準の統一化を検討する必要がある事務の取扱い 

 ア 葬祭費に係る支給金額 

   ３万円とする。【P43】 

 イ 一部負担金減免等 

基準の統一や事務の標準化を進める方向で検討を進める。 
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記載事項 主な内容、検討事項等 

  (3) 事務の広域化（共同実施）の取組 

ア 保険者事務の共同実施 

  資格管理等の保険者事務や、計算処理や様式作成等、国保

連において共同処理されている事務の継続 

 

イ 医療費適正化の共同実施 

 ・医療費通知や、後発医薬品の差額通知等、国保連に委託し

ている共同事業について引き続き実施する。 

 ・各市町村の保険データを集約し、医療費の分析を行う。 

 

(4) その他 

事務の効率化、標準化、広域化等の共同事業の実施に当たっ

ては、適宜市町村と協議のうえ、取り組むこととする。 

第８ 保健医療サービス及び

福祉サービス等に関する

施策との連携に関する事

項 

◇医療保険以外の保健・介護・福祉分野等の諸施策との連携の取組

を定めた。 

 １ 保健医療サービス・福

祉サービス等との連携 

本運営方針と、県で定める「医療計画」「健康増進計画」「高齢

者保健福祉計画」等の施策との連携を図る。 

・県の取組み 

 好事例の紹介、関係団体と市町村が連携する上での支援 

・市町村の取組み 

地域包括システムのネットワークへの国保部門の参画 

関係機関との情報共有の仕組みづくり 

住民主体の地域活動への支援 

後期高齢者医療制度と連携 

介護部門との連携 【P44】 

第９ 施策の実施のために必

要な関係市町村相互間の

連絡調整等 

◇国保運営に係る施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連

絡調整その他県が必要と認める事項について定める。 

 １ 関係市町村相互間の連

絡調整等 

・国保運営方針の検証及び見直しに当たっては、県及び市町村の国

民健康保険担当課並びに国民健康保険団体連合会の関係者からなる

連携会議と同作業部会を開催する。 

・また、必要に応じて、県内の国保運営に関する諸施策や国保事業

費納付金、標準保険料率のほか、事務の標準化、効率化、広域化な

どについての議論を進める場としても活用する。 

 


